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東日本大震災から５年、被災地の経済復興 
 

東北大学・震災復興研究センターの 
調査活動『震災復興企業実態調査』から 

東北大学大学院 経済学研究科  

地域計画研究室     増田 聡  

2016.02.24  
 FPCJ会見室（日本プレスセンタービル6階） 
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復旧指数（インフラ復旧度）に見る被害と復旧 

一
部
復
旧 

発災前100 

被災・機能低下 

0 全壊 

NIRA（2011.12）『東日本大震 

災復旧･復興インデックス』 
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経済センサスにみる（民営）事業所数の推移 
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都道府県別月次ＧＤＰ推計 

Nariyasu Yamasawa(2015) ”The Impact of the Great East Japan Earthquake on Japan’s 

Economic Growth”International Journal of Economics and Finance, 7（8）, pp.20-30 

兆円 
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間接的ロスとゲイン（Indirect Loss and Gain） 

現実（県GRPの公表値）－ベースライン（震災がなかったとした場合） 

兆円 
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震災被害：経済活動の落ち込みと回復 

経済活動水準 

時間 落ち込み 復興 

復興投資 

電力不足 

サプライチェーンを通じた 

国内外への影響 

復興支出のファイナンス 
国債、増税、外資？ 

金利、物価、為替？ 

被災地 
・水産業クラスター 
・水田単作地帯 
・雇用問題→人材流出 
 対人サービス業 

企業立地･撤退 
・地元再建、閉鎖 

・縮小、海外移転 

・新たな産業集積 

 電子部品･半導体 

  運輸機械 

避難･仮設 
・生業 
・生活サービス 
教育、医療、福祉 
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震災被害：復興期間と目標値 

経済活動水準 

時間 過大な被害推計 

人口減少の中で、どの水準 まで復旧・復興するのか？ 

人口減少の中で、どの位の期間で 復旧・復興するのか？ 

仮に、被害状況を過大に推計 してしまうと… 

復旧：震災前の水準へ 

復旧：縮退を前提に 

創造的復興：震災前以上に 
早い復旧 

←復旧・復興 

  期間の短縮 

過剰復旧？ 



8 

震災復興シナリオ･プランニング 

復興過程は、どのように進むのだろうか？ 

実際には… 
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公共分野でのシナリオ・プランニング 
シナリオ：予測/想定/目標、運命/意志、なるようになる/する 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Kahane (1992): The Mont Fleur scenarios 
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2021年東北経済復興のシナリオ･プランニング 

実施目的 

 望ましい（避けるべき）未来を探り、 

 それを実現（回避）する過程をストーリーとして描くことで、 

 「どのようなことが起こりえるのか、あるいはどのような選択肢があ
るのか」についての認識を共有し、 

 復興研究及び政策提言のための枠組みの構築を目指す 
 

テーマ：２０2１年、東北経済はどのように復興しているか？ 
 

事前作業 
東北経済や震災復興に関わるデータ･構想･提言等の収集･整理 
 

ワークショップの実施 
2011年8月23日、9月2～3日 
メンバー：11名（東北大学経済学研究科教員・大学院生、理学研究
科（地理学）・宮城大学・石巻専修大学） 
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「４つの不確実性」と「７つのシナリオ」 

シナリオ構造図 

全ては3次補正に 
政治的配慮･箝口令 
与野党協議 
言訳：国が予算、制度を決めないので 
市町村が復興計画を未策定なので 

東北の地域開発・産業政策史 
政策･計画の限界 
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事例：シナリオＡ「新生 東北」の概要 

不確実性：「選択と集中」 

インキュベーターのヘッドハンティ
ングが成功するか？ 

代替技術の確立が成功するか？ 

特区の規模・内容がどうなるか？ 

スマートシティ・エコシティ構想に
応じ新産業誘致が成功するか？ 

ポスドク採用や企業家流入が効
果的に機能するか？ 

ベンチャーキャピタリストが投資
をするか？ 

若年者の流入によって地域活性
化が起きるか？ 

コミュニティの再編が起きるか？ 

シナリオ･ストーリー 
東北各県が連携し、復興庁に独立性と
大きな権限が付与され、復興会議にお
いて大胆な「東北地方新生シナリオ」が
早期に採択された。  
 
その具体策として、ベンチャービジネス
の創業・Ｒ＆Ｄ促進・ベンチャー投資に
係る特区制度が策定され、かつ優秀な
インキュベータがヘッドハントされた。
加えて、スマートシティ・エコシティ構想
が採択された。 
 
特区制度により、ヒト（海外の優秀な研
究者・野心的な起業家）・モノ（Ｒ＆Ｄ設
備投資）・カネが呼び込まれた。この間、
省エネ・再生可能エネルギー・再生医
療・バイオ・環境技術が進展しており、
これらの新技術についてベンチャー企
業によるビジネス化が積極的に図られ
… 
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不確実性１ ＜計画と資源＞ 
効果的な復興計画、制度・予算が、早期にま
とまるのか？ 

被災地の地域特性と復興課題 

復興事業の優先順位（費用対効果） 

真新しいゴーストタウン・過大投資 

予算制約（財源、交付金・配分ルール） 

特区制度の可能性（と限界） 

→ Worstシナリオ：加速された負のスパイラル 
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創造的復興論Ａ，Ｂ 
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不確実性２ ＜組織と連携＞ 
復興庁と東北の各地域（各県）の連携が取
れるのか？ 

復興庁の機能と権限： 国･県・市町村 

そもそも「東北」は、実質地域として存在するのか 

被災3県、東北6県･新潟、東日本の広域連携 

（隣接）市町村間の連携・調整：合併、対立… 

 

→ バラバラの東北：東北はひとつひとつ（のまま） 
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不確実性３ ＜構想と実施＞ 
東北として、明確な ｢選択と集中」がなされる
のか？ 

原形復旧主義の限界／事大主義・惨事便乗型資本主義 

広域計画の必要性、合併とまちづくり 

地域別･産業別の「選択と集中」の方向性 

→ シナリオA ：産業構造の大胆な転換、新産業の創出 

→ シナリオＢ ：震災前からの課題の克服、産業の高度化 

→ シナリオＣ ：玉虫色の決着 
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不確実性４ ＜参加とオーナーシップ＞ 
住民・企業が賛同・参画できる内容か？ 

計画倒れ・政府の失敗 

住民組織/意識の多様性･合意形成（地域対立） 

民間企業の経営戦略・立地選択 

クラスター･産業連関 

民間資金・ノウハウ（ＰＰＰ、PFI…） 

社会問題（雇用、医療・福祉、教育…） 

 

→ 新生/復興 
 ならず 
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言論NPO（2015.12.26）安倍政権３年の実績評価（復興・防災） 

復興財源は確保したが、生活基盤確保のためのきめ細かな対応は
不十分。福島原発は、国が前面に立って責任を果たしているとはい
えない。 

2.3点（5点満点、昨年：2.8点） 

評価の視点 

 東北復興のビジョンを描けているか 
「地域の復興は地域が考えること」 vs 「広域大震災と原発事故という国
家レベルの有事への対応」：原発周辺地域の帰還条件、県・国・各自治
体間の広域連携 

 被災地の復旧事業を早期に実現する政策がどのように動いているのか 
財源確保と復興加速化の功罪、住まいの復興工程表による進捗管理、 
公営住宅法・防集事業等既存制度の限界、人材不足・資材不足 

 福島第一原発の廃炉への道筋など、福島の再生をどのように進めよう
としているのか 
放射性物質汚染廃棄物の処理、除染目標、賠償の全体像、 

http://www.genron-npo.net/politics/archives/6098.html
http://www.genron-npo.net/politics/archives/6098.html
http://www.genron-npo.net/politics/archives/6098.html
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震災被害の実態と地域経済の動き 

経済的な被害実態や、その後の企業経営や地域経済の動きは？ 
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『震災復興企業実態調査』の概要 

調査目的 
被災地における企業活動・復興状況を
できるだけ詳細に把握・記録する。 
 

ポイント① 企業活動を包括的に把握
（ヒト、モノ、カネ） 

ポイント② 復興状況を広域的（岩手
、宮城、福島、八戸）に把握。沿岸部
のみならず内陸にある企業も調査 

ポイント③ 復興状況を産業横断的に
把握（ただし、農業、漁業については
会社法人のみ。） 

ポイント④ 復興状況を継続的に把握 
（出来るだけ長期（５年超）に毎年1回
調査実施の予定。2012年度～） 
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調査方法・実施概要 

実施主体：東北大学経済学研究科・震災復興研究センター 
 

対象企業： 
被災地（岩手県・宮城県・福島県・八戸市）に本社を持つ企業5.6万社
（大企業から零細企業まで含む、但し、金融業、非営利企業、ＮＰＯ法
人等については除く。21年度経済センサス・企業総数は28万社） 
 

対象企業数： 3万社（2012.07、2013.08） 

         1.1万社（2014.08、2015.10：2012・13で何れかに回答）  
 

調査形態：アンケート調査（調査票・インターネット併用） 
 

回答企業：2013年度 6948社 （回収率23.2%） 
  追跡調査対象企業3020社（43.1%）←パネル調査 
  新規調査対象企業3928社（17.1%） 
        2014年度 5748社 （回収率52.5%、2014.10末暫定集計） 
  2015年度 4116社 （回収率39.0%、追加回収中、暫定値） 
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追跡調査対象・企業パネル（2014.08～） 

西山・増田・大澤（2014）「被災地企業の復興状況」、地域産業復興調査研究プロジェクト『東日本大
震災復興研究Ⅲ：震災復興政策の検証と新産業創出への提言』、河北新報出版センター、16-32頁 
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地域別被害状況と 
被害率曲線（フラジリティ・カーブ）の推定 
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被災地企業の被害状況（2012年調査） 
0
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 ＝有形固定資産の被害額／震災前資産総額 

観測数 中央値 平均値 標準偏差 

Total 2,198 4.5％ 13.8％ 20.4 
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調査企業：所在地と被害率分布（震度別） 
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地域別被害状況（2012年調査） 
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  4<        5 lower    5 upper      6 lower     6 upper        7 
 

Instrumental Seismic Intensity 

全産業・被害率曲線（計測震度と被害率） 

Kuwahara・Masuda et.al （2013） Characteristics of seismic and tsunami fragility of industries, revealed by 
the 2011 Tohoku-oki earthquake, the American Geophysical Union’s 46th annual Fall Meeting, San 
Francisco 
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被災地企業の復旧・復興の地域差 
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市町村別・事業未再開率（％） 
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地域別・事業活動水準 

   当該年の生産・販売水準 

   震災前の生産・販売水準 

 

全域の平均値 （0に近い場合は 

   近似的に変化率に相当する） 

・2012年 -0.093（概ね9%減） 

・2013年 0.032（震災前の+3%） 

・2014年 0.027 

・2015年 0.036 

Log e 
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東北経済の復興状況 
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産業別・復興状況（業況感） 

建設業と不動産業の業況感が減退（非常に良い＝５、非常に悪い＝１） 

小売・卸売業は、震災以降、一貫して景況感が悪化 
製造、情報・運輸の業況感が回復（昨年までは、産業間格差が大） 

2.5

2.6

2.7

2.8

2.9

3.0

3.1

3.2

3.3

震災直前 2011年7月 2012年7月 2013年8月 2014年8月 2015年10月 

建設業 
製造業 
情報・運輸業 
卸売業 
小売業 
不動産業 
サービス業 
全産業 
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地域別・復興状況（業況感） 

宮城県内陸部の業況感が昨年に続き減退 
福島県中通りで回復傾向が続くが、浜通りは若干減退 
業況の地域格差は急速に縮小。現時点でどの地域もほぼ同じ業況感 

 

2.5

2.6

2.7

2.8

2.9

3.0

3.1

3.2

3.3

震災直前 2011年7月 2012年7月 2013年8月 2014年8月 2015年10月 

青森県八戸市 

岩手県沿岸部 岩手県内陸部 

宮城県沿岸部 宮城県内陸部 

福島県浜通り 福島県中通り 

非常に良い=5点、良い=4点、普通=3点、 
悪い=2点、非常に悪い=1点、として指標化 

  -○- 福島県会津 
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産業別・復興状況（資金繰り） 

建設業・不津産業を中心に、2012年以降、資金繰りは改善。その後、
情報・運輸業でも改善 

小売業で、資金繰りが悪化 

 

2.5

2.6

2.7

2.8

2.9

3.0

3.1

3.2

3.3

震災直前 2011年7月 2012年7月 2013年8月 2014年8月 2015年10月 

建設業 製造業 

情報・運輸業 卸売業 

小売業 不動産業 

サービス業 全産業 
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地域別・復興状況（正規従業員の過不足感） 

全ての地域で、正規従業員の不足感が拡大（ 3:適正→ 2:不足 側へ） 
沿岸部で不足感が強い（岩手県沿岸部で部分回復？） 

 

2.1

2.2

2.3

2.4

2.5

2.6

2.7

2.8

2.9

震災直前 2011年7月 2012年7月 2013年8月 2014年8月 2015年10月 

青森県八戸市 

岩手県沿岸部 岩手県内陸部 

宮城県沿岸部 宮城県内陸部 

福島県浜通り 福島県中通り 

過剰=5点、やや過剰=4点、適正=3点、 
やや不足=2点、不足=1点、として指標化 
 

  -○- 福島県会津 
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資材不足と人手不足の事業への影響 
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自治体復興計画の今後 

市町村の震災復興計画は、どのように役目を終えていけるのか？ 
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震災復興計画の計画期間 

「東日本大震災からの復興の基本方針」 10年間（集中復興期間5年） 
 

 

 国 

平成・年度 
西暦・年度 

23 
2011 

24 
2012 

25 
2013 

26 
2014 

27 
2015 

28 
2016 

29 
2017 

30 
2018 

31 
2019 

32 
2020 

宮城県* 復旧期3年 再生期4年 発展期3年 

仙台市 

気仙沼市 

南三陸町 復旧期 復興期 発展期 

女川町 緊急対策 短期対策 中長期対策 

東松島市 復旧・復興期5年 発展期5年 

塩竃市 前期5年 後期5年 

七ヶ浜町 復旧期 再生期 発展期 

名取市 再生期＋展開期＋発展期7年 

岩沼市 復旧期 復興期 発展期 

亘理町 復旧期 再生期 発展期 

山元町 復旧期 再生期 発展期 
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自治体復興計画の見直し（地域経済活動） 

（１）市町村復興計画の事業精査・見直し→実効性・予算・PPP… 

（２）計画（人口）フレームの再検討→人口減少、集落再編 
   地方創生・人口ビジョンとの整合性はか？ 

（３）市町村復興事業の地区レベルでの総合化とその検討組織 

（４）広域的な復興計画間関係・事業間関係の見直し 
  →国土政策、広域（県間）連携→経済産業省・地方競争力会議？ 

（５）国の復興財源フレームの見通し→集中復興期間後2016年度～ 
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東松島市の計画体系と策定スケジュール 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

東松島市復興まちづくり計画市民委員会（総合計画策定委員会）  
第１回策定委員会資料（2014.10.16） 

 


